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消費者安全法に基づく事故情報通知制度等に関する意見交換会 

 

 

１ 日 時：平成２２年８月２日（月） １６：００～１８：００ 

 

２ 場 所：消費者庁 ６階 62会議室 

 

３ 出席者：消費者事故情報公表の法的論点に関する研究会メンバー 

      宇賀 克也   東京大学大学院法学政治学研究科教授 

      片山 登志子  消費者ネットワーク関西専務理事、弁護士 
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      鶴岡 憲一   ジャーナリスト（元読売新聞東京本社編集委員） 

      手嶋 豊    神戸大学大学院法学研究科教授 

      藤原 静雄   筑波大学大学院ビジネス科学研究科教授 

      山本 隆司   東京大学大学院法学政治学研究科教授 

 

     ：関係団体 

      菅  美千世   （社）全国消費生活相談員協会理事長 

      池田 澄子    （社）全国消費生活相談員協会専務理事 

      阿部 一恵    （社）全国消費生活相談員協会常任理事 

      青山 理恵子   （社）日本消費生活アドバイザー・コンサルタント協会

（NACS）副会長 

      唯根 妙子    （社）日本消費生活アドバイザー・コンサルタント協会

（NACS）常任理事（相談室・ＡＤＲ委員長） 

      佐竹 愛子    （社）日本消費生活アドバイザー・コンサルタント協会

（NACS）相談室・ＡＤＲ副委員長 

     ：地方自治体 

      北澤 克康    旭川市市民生活部 市民協働室長 

      広谷 芳文    山形県生活環境部危機管理・くらし安心局くらし安心課

課長（兼 山形県消費生活センター所長） 

      大野 正隆    東京都生活文化局消費生活部 消費者情報総括担当課長 

      金子 俊一    東京都消費生活総合センター相談課課長 

      村田 恵美子   神奈川県県民局 くらし文化部 消費生活課 消費生活

相談担当課長 
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      杉本 武生   静岡県くらし・環境部 県民生活課主査 

      山本 讓    大阪府府民文化部 府民文化総務課課長 

      幸前 裕之   和歌山県環境生活部 県民局 県民生活課課長 

      石井 伸    広島市市民局 消費生活センター次長 

      武政 龍司   高知県文化生活部 県民生活・男女共同参画課課長 

      三原 博幸   佐賀県くらし環境本部 くらしの安全安心課課長 
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午後 ４時００分 開会 

○野村消費者安全課長 ただいまより、消費者安全法に基づく事故情報通知制度等に関す

る意見交換会を開催させていただきたいと思います。皆様方におかれましては、大変ご多

忙の中ご出席をいただきまして、誠にありがとうございます。特に遠路お越しの方々は、

本当にありがとうございます。 

 本日の会合でございますが、当庁の消費者事故情報公表の法的論点に関する研究会で座

長をお務めいただいております宇賀先生にお願いいたしたいと思います。よろしくお願い

いたします。 

○宇賀座長 消費者安全法が施行されてから 10 か月が経過いたしまして、事故情報の一

元化の現状につきまして点検評価する必要性が指摘されているところですが、本日の会議

は同法施行に係わる関係者や有識者のご参加を得まして、通知元である現場のご認識、取

組状況や改正を要する点などについてさまざまなお立場から意見交換を行うための会議と

承知しております。忌憚のないご意見をいただければと思います。 

 それでは、早速議事に入りたいと思います。まず配布資料の説明を事務局からお願いし

ます。 

○野村消費者安全課長 お手元に資料２を配布させていただいてございます。「消費者安

全法に基づく事故情報通知制度等について」ということで、通知制度の概要、施行状況、

現在の課題や改善案について整理をしてございます。 

 まず、２ページ目からでございますけれども、通知制度の概要ということで、今日ご参

加の皆様方には改めてのところもございますけれども、簡単にご説明させていただきたい

と思います。消費者安全法に基づきます事故情報の通知制度に係わる条文といたしまして

は、大きく第２条と第 12 条がございます。第２条で消費者事故等という、そもそも対象

になります事故の概念が定義されております。第５号でございますけれども、消費者事故

等とは事業者がその事業として供給する商品、製品、事業者がその事業のために提供もし

くは利用に供する物品、施設、工作物、または事業者がその事業として、もしくはその事

業のために提供する役務の消費者による使用等に伴い生じた事故であって、政令で定める

程度の被害が発生したもの、その事故に係る商品等が消費安全性を欠くことにより生じた

ものでないことが明らかな場合を除く、という定義でございます。 

 ここはポイントとしましては３つぐらいあるかと思います。まず、事業に供する等の物

品が対象となっているということで、自然現象的なものは対象から除かれるということが

１つ。 

 それから、消費者の使用等に伴い生じた事故であるという、消費生活における一定の場

面での事故であるということ。それから政令で定める程度の被害、具体的には病院にかか

る等の程度で、自宅で治療するというようなものは対象から除かれるというふうに政令で

定められております。 

 それから、消費安全性ということが定義としてございます。消費安全性という言葉は、
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この安全法が施行されて新しく登場した概念でありますけれども、これも定義が与えられ

てございます。第２条第４項であります。消費安全性というものは商品等、または役務の

特性、それらの通常予見される使用または利用の形態、その他の商品等に係る事情を考慮

して、消費者による使用等が行われるときにおいて、それらの通常有すべき安全性をいう

という定義になっております。 

 こういうふうに定義付けられます消費者事故等に関しまして、第 12 条の情報の通知と

いうことでありますけれども、行政機関の長、都道府県知事、市町村長、国民生活センタ

ーの長は重大事故等が発生した旨の情報を得たときは、直ちに内閣府令で定めるところに

より、その旨及び重大事故等の概要その他内閣府令で定める事項を通知しなければならな

いとなってございます。 

 この条文でありますけれども、直ちに通知しなければならないというのが重大事故等の

場合。また、速やかに通知しなければいけないというのが消費者事故等の場合であります

けれども、この直ちにといった時点の開始される時期は重大事故等が発生した旨の情報を

得たときにはと、事故が発生した時点ではなくて、発生した旨の情報を得たという認識に

至った段階以降に、直ちに対応していただくという規定となっております。 

 それから、内閣府令で定める事項を通知しなければいけないということですけれども、

これは６ページのところに一覧表の形にしておりますけれども、事故等が発生した旨及び

概要、事故等が発生した日時・場所、情報を得た日時・方法、事故等の態様、商品・役務

を特定するために必要な事項、被害の状況等が通知事項として定められているところであ

ります。 

 この点は後ほども触れさせていただきますけれども、通知事項をすべて情報として取り

きれないような場合に、取り扱いとしてどうしたらいいのかという問題を惹起していると

いうふうに思っておりますけれども、法令上はこういう形で定めがあるというのが昨年９

月以降施行されている制度だと理解をしております。 

 それから、６ページの表の下、注釈のところに小さい字になりますけれども、消費者庁

における事故情報収集の仕組みといたしましては、これ以外に消費生活用製品安全法に基

づく重大製品事故の通知制度、消費者安全情報総括官制度に基づく重大事故等に関する申

し合わせ等があるという状況であります。 

 ６ページの下以降、第２節のところで「事故情報の集約、公表及び分析」ということで

施行に係わる実施状況を整理してございます。 

 ７ページのところで通知状況についてということでございますが、消費者安全法に基づ

いて生命・身体被害に関する消費者事故等として消費者庁に通知された事案、昨年度中の

件数といたしましては 1,330 件、うち全体の約４分の１が重大事故等ということで通知を

いただいているという状況であります。 

 分野別には７ページの真ん中の表にありますけれども、件数としては食品が一番目立つ

という状況と、一方で食品の場合は重大事故等に至るケースは必ずしも多くはありません
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けれども、件数として比較的少ない施設とか役務の関係は重大事故等になるケース、重大

事故等として通知されるケースが多いという特徴があるかと思っております。 

 これら通知された情報の取り扱いでありますが、７ページの下段でありますけれども、

消費者庁におきましては重大事故等の概要を定期的に公表するとともに、通知元に対して

追跡確認を行って、事案の処理状況を確認して、必要な対応を図るという取り扱いをして

ございます。具体的にはそこにございますが、（Ａ）対策済、（Ｂ）対策検討・実施中、

（Ｃ）分析着手、（Ｄ）未進展その他、という形で事案の処理状況を整理して、分析にな

かなか着手できない、あるいは何らかの理由で進展が見られない事案等の抽出をして、対

応を図っていただくような意識づけをしてきているところであります。 

 ８ページ目に消費者事故等の定期的公表ということで概要を説明してございます。原則、

毎週１回程度、定期的に通知されている情報の概要を公表してきてございます。 

 ９ページ目でございますが、事故情報の通知あるいは公表を補完するものといたしまし

て、事故情報データバンクというものを稼働しております。参画いただいている機関は現

在のところ９機関、９ページ目にありますような機関でありまして、消費者安全法に基づ

く通知情報というものも入力されておりますけれども、それに関連するような情報もご提

供いただいて、閲覧ができるような仕組みづくりを進めてきているところであります。 

 更に定期公表とは別に情報分析を加えまして、消費者に対する注意を喚起するような取

り組み、また行政機関や事業者に対する働きかけを行うための原因究明、分析を行う事例

を 10 ページ目から 11 ページ目にかけまして紹介をしてございます。 

 12 ページ目から 13 ページ目でございますが、ここが今日ご意見あるいは現状に照らし

てのお考え等をお伺いできればと考えている主たる部分でありますけれども、現在の取り

扱いとその課題、及び今後の改善案についてということでありますが、先ほど現行制度の

概要はご説明させていただいたとおりですが、まず消費者安全法の第 12 条は通知元とな

る機関の側におきまして消費者事故が発生した旨の情報を得たかどうか、あるいは同種・

類似の事故が発生する恐れがあると認めるかどうかを判断する仕組みと思っております。

消費者庁の側におきましては、基本的に通知元のご判断に従って通知されたものを受け取

るという関係になってございます。ただ、通知をいただいた後に、重大事故等については

通知元の方へ詳細情報を聞き取らせていただいて、定期的に公表を行うという取り扱いを

させていただいているところであります。 

 それから第２条の定義におきまして、消費者事故等から消費安全性を欠くことにより生

じたものでないことが明らかなものは除くというふうになっている点がございます。ここ

は安全基準に適合しておりますとか、表示・取扱説明書がきちんと整えられていますとか、

使用者の側の誤使用と見るべき状況が確認されているとか、こういう場合にその時点にお

いて消費者事故という判断ができるかというと、定義に当てはめた場合には、ここはなか

なか難しいという取り扱いになっていると認識しています。 

 それから消費者安全法の第 12 条は、内閣府令で定める事項を通知しなければならない
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となっておりまして、施行規則第９条は事故の発生日時・場所、被害程度、商品を特定す

るために必要な情報等をその事項として定めております。この点について、特に自治体さ

ん、消費生活センターさんからお電話、ご連絡などをいただきますときに、消費者相談の

現場において、これら事項を全部満たせるかというと、なかなか難しい場合が多いという

お話を伺います。私どもといたしましては法定事項でありますので、いったん保留させて

いただいて、何とか確認ができたら、またお教えいただきたいというようなやりとりにな

っているというのが現状であります。 

 以上のような取り扱い、特によくご質問などをいただくところに関しましては、12 ペ

ージ目、今申させていただいたようなところが特にご質問、ご意見などをいただく部分か

と思っておりますけれども、私どももちろん法律施行を担当する立場としては、法律に書

いてあるとおりにまず仕事をすることかとは思っておりますけれども、条文どおりに杓子

定規にやることだけを目的に仕事をしているわけではありませんものですから、特にその

消費者相談の現場での情報のさばきなり何なりとギャップのあるような場合には、何とか

したいなというふうには考えているのですが、例えばこういうような改善を図ってはいか

がかと思っておりますのが 13 ページ目にあるところでございます。 

 まず１つ目、消費者事故等の定義および通知に係る判断に関してでありますけれども、

消費者事故等に該当する可能性のある情報でありましても、その事故の発生に関する情報

を得た一定の時点において、事故と製品の因果関係がはっきりしていないとか、はっきり

させようがないとか、あるいは消費安全性を欠いているかどうかがはっきりしていないと

か、はっきりさせようがないとか、あるいは内閣府令で定められている通知事項を全部書

ききることができないとか、そういうケースというのがあると思います。そうしたときに、

消費者事故等の定義に当てはめますと、該当しているというふうに解することは困難かと

思いますけれども、だからといってそういう情報を全くないものにしてしまうのは取り扱

いとしていかがかと考えてございまして、これら要件を満たさないような情報でありまし

ても、消費者事故等に該当する可能性のある場合には参考情報として提供いただき、また

それら参考情報について、まだなかなか確認がとれないとか、その後どういう取り扱いに

するかというのは難しいところがありますので、取扱自体は慎重にさせていただきつつ、

この情報を事故情報データバンクの行政向けのサイト上で、関係機関の間で共有できるよ

うな仕組みづくりを進めさせていただくということでどうかということを考えてございま

す。 

 この場合にはなかなか消費者相談の現場において、より詳しい情報をとるということは

難しい現実があるようにお伺いすることが多いのですが、ただ片や、これはなかなか気に

なる情報なのでということで、わざわざご連絡をいただくことがあるのですが、そういう

情報を関係機関の間で共有することで、情報として要件を満たすには至ってはいないので

すけれども、こういう情報が実は隣の県でも起こっていたというようなことが確認できる

ことで、相談員の方なりが少し気になるなと思っていた情報を、その情報自体のレベルを
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上げるというのはなかなか難しいかもしれませんけれども、共有いただくような仕組みを

提供させていただくことで、そういう情報を生かしていくような取り組みを連携して図ら

せていただくということで、双方に取り組みのレベルが上がるような、そういう環境づく

りができないかなということでご提案をさせていただこうと考えているものであります。 

 それからもう１つには、消費者安全法に関する業務が、特に小さい自治体さんなどでは

非常にご苦労があられる状況をお伺いしておりますので、現在は基本的に事故情報のやり

とり、特に電話、ファクスをいただく場合以外はＰＩＯ－ＮＥＴ経由で事故情報データバ

ンクに登録いただくようにしておりますけれども、必ずしもＰＩＯ－ＮＥＴが設置されて

いない自治体さん、あるいは消費者行政担当の担当課さんの方には設置されていないケー

スがありますけれども、自治体の中のイントラネットでありますＬＧ－ＷＡＮに事故情報

データバンクを接続することで、できるだけ手間をかけずに情報の通知、集約ができるよ

うにということも進めていくことで、現在の業務をもう少し効率化できないかと考えてお

ります。 

 それから事故情報データバンクを通知のツールとして用意させていただいておりますけ

れども、事故情報データバンクには行政向けのサイトと国民向けのサイトを用意している

中で、今まで国民向けのサイトの方の充実を先行してやってきたところでありますけれど

も、消費者庁に情報を通知して、またその通知情報をしっかり自治体あるいは関係機関の

方に還元してほしいというご要請をいろいろいただいてございますので、今後は行政向け

の事故情報データバンクのサイトの拡充に労力を割きたいと考えてございます。具体的に

は重大事故情報のほか、消費者事故あるいは参考情報の閲覧や検索を可能にして利用して

いただく。また、データバングに登録されたデータの傾向について、例えば地域別でデー

タを抽出していただくとか、地域別×製品別×年齢別でデータを抽出していただくとか、

簡単な操作で分析をしていただけるような、自治体さんの方での消費者行政の取り組みに

役立てていただくような機能の搭載を進めてはどうかと考えているところであります。 

 そうした形で、より情報の集約をスムーズにしていくという前提でありますけれども、

現在は限られた件数、具体的には通知いただいている事故情報のうちの重大事故情報のみ

を追跡確認して概要を公表するということをやってきておりますけれども、消費者事故情

報に関しましても、これはすべて追跡確認することは困難かとは考えておりますが、詳細

情報の確認を経ていない情報であるという注釈を加えた上で、国民向けの事故情報データ

バンクにおいて開示をしていくということで、より一般の消費者の方々への還元というこ

とも進めていってはどうかと考えております。 

 特に相談情報を開示していく取り扱いについては、いろいろご意見があられると思いま

すので、忌憚のないご意見を頂戴できればと思いますが、できる限り一般の消費者の方々

にも情報をお伝えしていくという取り組みも、併せて推進していく必要があるのではない

かと考えております。 

 また、消費者安全法第 23 条に基づく権限委任につきましては、現在いろいろな自治体
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さんに同意手続きをお願いしているところでありますが、事故情報を契機とした安全確保

のための取り組みが実施しやすくなる環境の整備の一環ということで、引き続き継続的に

自治体さんにご協力をいただけるよう、ご相談を進めさせていただければと思っておりま

す。資料の説明は以上でございます。 

○宇賀座長 ただいま資料２についてご説明いただきました。これに関していろいろご意

見はあるかと思いますが、それはまた後にお伺いいたしますので、この段階ではこれに関

して質問がございましたら質問を受け付けたいと思います。いかがでしょうか。 

○佐賀県 佐賀県です。一番最後の事故情報の利活用の今後の改善の部分で、事故情報デ

ータバンクの拡充とあります。これは今、９省庁が入っています。省庁が拡大するという

のはあるのでしょうか。 

○野村消費者安全課長 ございます。今やってございます。１つは医薬品の事故の情報、

それから学校の事故の情報、こういうものは集められるのではないかというご意見があり

ますものですから、何とか参画いただけるようにということで、今やっているところであ

ります。 

○佐賀県 消防関係はいかがでしょうか。 

○野村消費者安全課長 消防はデータベースでオンラインでというのは難しいかと思って

いるのですが、ただ消防の情報は消費者庁の方に日々寄せていただいておりますものです

から、私どもの方で手作業で入力をしてということは現在もやっております。これからも

きちんとやっていきたいと思います。 

○宇賀座長 よろしいしょうか。ほかはいかがでしょうか。 

○東京都 東京都の消費生活総合センターの金子と申します。13 ページのところに書い

てあります参考情報ということの位置付けでお伺いしたいと思うのですが、従前、重大事

故等、消費者事故等ということでＰＩＯ－ＮＥＴ上も区別をしてきたところですけれども、

今回、参考情報というのはそれに加えて新たな位置付け、定義付けということで加えて、

例えば今後の改善案で重大事故については公表を、消費者事故等については開示とありま

すが、それとは別に参考情報としての取り扱いを行うという、いわゆる別の定義付けを何

かでつけるという意味なのでしょうか。 

○野村消費者安全課長 参考情報の性格といたしましては、13 ページ目の冒頭に書かせ

ていただいたような定義といいますか概念といいますか、消費者事故に該当する可能性が

あるのではないかという、そういう情報ではありながら、情報量が必ずしも通知のフォー

マットを書き込むとか、あるいは消費安全性を欠いているか、欠いていないかとか、因果

関係はどうかというところの判断ができるだけの情報量がない情報だけれども、該当する

可能性があるような情報という、そういうものとして参考情報というものが存在している

のではないかなと思っております。思っておりますというのは、どうしましょうかという

ことでお問い合わせなどをいただくことがありますものですから、そういうものを参考情

報というふうに呼ばせていただいております。 
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 そういうものは通知事項等を満たしていないのですが、いただきましたら私どもの方で

入力作業をしまして、行政向けの事故情報データバンクで閲覧いただいたり、検索なり利

用できるような取り扱いをさせていただければと思っているというところであります。 

 ただ、その取り扱いの後、参考情報に関しまして公表するとか、開示するというのは、

おそらく情報のレベルが非常に未成熟なものですから、そこまでの取り扱いをするという

考え方はとっておりません。 

○東京都 そうすると位置付けとしては消費者事故等の中に参考情報が入るのではなくて、

消費者事故等の外に参考情報というものがあるということですか。 

○野村消費者安全課長 消費者事故等というふうに呼べるだけの、まだ情報として成熟し

ていないのだけれども、参考になる情報ということかと思います。 

○東京都 分かりました。ありがとうございます。 

○宇賀座長 ほかいかがでしょうか。よろしいでしょうか。 

 それでは実際に消費者安全法に基づく事故情報の通知業務等に携わられている自治体の

消費者行政のご担当の方々から現場のご認識、取組状況や工夫、今後の課題や消費者庁へ

の要望等についてご意見をいただければと思います。お時間に限りがございますので、各

自治体は恐縮ですが３分ぐらいでお願いできればと存じます。それでは最初に東京都の方

からお願いいたします。 

○東京都 では東京都の方からお話しさせていただきます。東京都の方からの要望としま

しては、特に重大事故についての定義付けというのが曖昧なところがございまして、その

扱いについて苦慮しているところでございます。 

 例えばですが、30 日以上の疾病ということがありますが、その 30 日についても東京都

としては広くとらえ、回復するまでに 30 日ということでかかるものについては重大事故

ということで消費者庁さんに通知をしているところです。その後の消費者庁さんの担当者

さんの判断の中で、例えば入院ではなくて週に１回とかそのぐらいの通院で 30 日かかっ

て、日常生活に支障がなければ 30 日の疾病に当たらないでしょうというような判断もあ

ったりということで、消費者事故に当たらないという判断もありますので、どこまでが

30 日なのかというのが曖昧であったりという、これは具体的な一例ですが、そういうと

ころがあります。あとは消費安全性といったところも社会通念上どこまでが予見できるの

かというところがなかなか一般的、客観的判断が難しいところがありまして、センターと

してはどこまで重大事故というところで通報を決めればいいのかというところで苦慮して

おります。 

 加えて、やはりそういうふうに重大事故だとか、消費者事故の概念、先ほどありました

が参考情報というのもどういう形で参考情報が扱われるか、まだこれからお話があるかと

思いますが、参考情報としてもある程度定義付けみたいなものがあるとすると、いくつも

の定義ができてしまって、運用でどこまでを見て、どこまでを見ないのかというところは

センターとしては苦慮することになるのだろうということがあります。その点、もう少し
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はっきりしていただけるとよいのかなと思っております。以上です。 

○宇賀座長 ありがとうございました。それでは引き続いて山形県の広谷さんからお願い

します。 

○山形県 山形県です。特に要望ということでもないかと思いますが、我々の現状を申し

上げます。消費者事故の通知制度については従来からうちの県で危機管理情報という、危

機管理体制というものを危機管理要綱に基づいて、重大な事故事件に関しては情報が集約

されるようなシステムを確立していますので、この消費者事故の通知制度についても、そ

の基本は危機管理情報のルートに乗せてやっているというのが現状であります。したがっ

て我々は全体を把握しているわけではないのですが、そういう危機管理の関係に消費者事

故の今回新たに加わった消費者事故通知制度についてもプラスしてやりますよという周知

は一生懸命やりましたので、ほぼ網羅されているのではないかというふうには思っていま

す。 

 ただ、従前から各省庁を通じて情報通知がなされることになっているような事故、例え

ば事例としてあったのは、あるショッピングセンターの中の遊具施設で怪我をした子ども

がいたという情報が、そのルートで情報は行ったんですけれども、消費者事故という認識

が現場にはまだまだなかったために、消費者事故を担当する我々の方にその情報が来るの

が若干遅れたというようなケースは若干あったんです。そういう事例を考えると従来から

やっている通知のルートは各省庁から消費者庁さんにというルールになっているようです

けれども、各省庁から現場に下りていないので、消費者事故についてはこういうもので、

こういうものについては消費者庁にちゃんと通知が行って、必要があれば公表されるのだ

よという認識がまだまだないのではないかというところが危惧されるということでありま

す。 

 我々としてはそういうことも含めて危機管理の方の連絡調整会議があったり、庁内の連

絡会議を持ったりしていますので、そういう中で市町村も含めて周知徹底はしてまいりま

すけれども、できれば各省庁を通じた消費者事故に対する取り組みのシステムみたいなも

のが、もうちょっと強く認識されるといいのかなという感じが若干しています。これは現

場で担当している人間の話を聞いてきた内容ですが、そういうふうに思っています。 

 あとは、先日、東北・北海道ブロックの所長会議を開いたのですが、この消費者事故通

知制度についての意見というものはほとんどなかったようですので、それほど重大な問題

を抱えているという感じではないのかなと思っております。以上です。 

○宇賀座長 ありがとうございました。次に神奈川県の村田さん、お願いします。 

○神奈川県 相談の現場ではそういった現象については確認はできますけれども、原因を

究明して、認知したという規定はありますが、消費者庁の方に重大事故等で通知した場合、

消費者庁からの確認事項として、これは県が認知したんですねという非常に念押しをされ

ます。具体的にその原因がどこにあるかというところまでの究明は相談現場ではなかなか

難しいというふうに判断しております。ですが、認知したということをかなり念押しをさ
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れているので、現場では非常に戸惑っております。 

 以前、重大事故等の情報提供を受けたとしても、調査等の事実確認を行うことができな

ければ通知をしてはいけないのでしょうかというふうに、消費者庁にお問い合わせはさせ

ていただいているのですが、それに対しての明快な回答はないというのが現状です。 

 ですから、例えば除湿乾燥機からの出火と言われて、メーカーではコードを引っ張った

りしたことでの断線だと言われますが、消費者の方はそんな使い方はしていないという主

張をされます。現場ではそういったことを受けて、事実としては認識はできますが、それ

が通常有する安全性を欠いているということでの行政としての認知をしているかと念押し

をされてしまうと、非常に困ってしまう。原因究明についてのテスト機関等の充実もなか

なか難しいところではありますので、そのあたり今回、参考情報ということでありますが、

今、東京都さんがおっしゃったようにいろいろな規定があると、どこに通知するかという

判断には迷うところではあります。消費者庁からの返しがなかなか厳しいので、センター

としては戸惑っている部分はございます。以上です。 

○宇賀座長 ありがとうございました。次に静岡県の杉本さん、お願いします。 

○静岡県 昨年９月からですか、この事務が始まりまして、正直、試行錯誤しながらやっ

ているというのが本音です。東京都さんからもちょっとありましたが、消費者事故にこれ

が該当するのかどうか。あるいは重大事故に当たるのか。先ほどの消費安全性を明らかに

欠いているのか否かというような、正直判断に迷う部分があります。ただ、消費者庁がで

きたきっかけというのは、そういう隙間事案みたいなものを広く拾いましょうというとこ

ろでもありますし、社会通念上という考え方も日に日になのか年々なのか変わってくるの

が当然あるものですから、基本的なスタンスとしてはある程度実際、本当にすべてについ

て原因究明ができていない段階であっても、とりあえずは情報を上げて、そういった情報

が静岡県レベルでは１件、２件という話であっても、消費者庁まで上がったところ、似た

ような事例が複数件あって、拡大の恐れがあるという判断がなされるケースもあるであろ

うと考えまして、正直、消費者事故なり重大事故、法律で規定するところの情報が全部そ

ろっていないというか、その判断の中で法律上見た場合には厳密にはそういうケースでは

ないのかもしれないのですが、基本的には幅広に上げるような方向で本県としては対応し

ているようなところです。 

 そうした中で改善点というか要望点というか、理想であればそういった消費者安全法の

解釈なども先日の説明会で示していただいて、だんだん見えてきたところだと思うのです

が、どういったケースが消費者事故に当たるなりというもの、もう少し具体的に整理がさ

れてきたものが示されると自治体としては動きやすいというのは常々思っているところで

すが、反面そうやって全部が規定できるのであれば、そもそも隙間事案というものが生じ

ないのだろうなと思っている部分もありますので、試行錯誤しながら消費者庁さんにはご

迷惑をおかけすると思いますが、自治体としては幅広で上げていく現状の対応をせざるを

得ないかなと考えているところです。以上です。 
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○宇賀座長 ありがとうございました。それでは次に大阪府の山本さん、お願いします。 

○大阪府 私どもでは３点について、今日に臨んでいろいろと現場と相談をしてきました

ので、意見を述べさせていただきます。 

1 点目は、今、静岡県さんもおっしゃったんですが、重大事故、消費者事故の定義の問

題。何が重大事故あるいは消費者事故に当たるのかを判断するのが大変難しいということ

です。２点目は、やはり自治体は財政状況が大変厳しい中で能力的にかなり限界があると

いうことです。３点目は、消費者庁に集約された情報が、今は一定のルールの下にフィー

ドバックされているのですが、そのフィードバックのあり方がどうだろうかということで

す。 

 １点目の消費者事故の定義の問題ですが、具体的に私ども大阪府も今まで何件か消費者

庁に相談あるいは通知をさせていただいておりますが、何がそれに当たるのかという判断

がなかなか難しい。２点目の自治体の能力の限界とも関連する話になりますが、例えば、

経年劣化によるものかどうであるかということを、自治体の消費生活センターの商品テス

トでそういう原因究明もできるかというと、先ほどどちらかもおっしゃっていましたが、

能力的に我々には限界があるのが現状です。 

 また、消費者事故の定義の関係では、今こういう形で全国でどんどんと消費者庁に情報

が集まってくることによって、情報の洪水になってしまって単に集めるだけの作業になっ

てしまっているようなところはないだろうか。 

さらに、消費者事故の判断にあたっては、被害者の方にいろいろ事情を聞いたり、確

認させていただくのですが、お聞きすればするほど被害者の方の期待感がだんだん高まっ

てくるんです。どんどん手間をかけてお聞きすることによって、私を個人的に救済してく

れるのかというようなところの期待感がどんどん高まってきます。ところがこの消費者事

故の通知制度というのはそういうものではなくて、ある案件があったときに日本全国に被

害が広まる可能性を未然に防ぐ、早いうちから発見するというのが目的ですので、必ずし

も消費者の方、被害者の方の期待に沿う状況になっていません。この辺りも消費者事故に

当たるかどうかの事務を行なうにあたって発生する大変難しい課題だと感じています。 

 とは言うもののこれらの点については、まだ制度が始まって１年目だということと、制

度ができた目的というのは、やはり先ほど申しましたように未然に防ぐ、早めに発見する

ということであれば、しばらくの間は試行錯誤しながら、個々の事案を細かいもので申し  

訳ないんですが消費者庁に上げさせていただいて、手間をかけながら議論していかざるを

得ないと考えています。ただ、そこで形式的な形に陥ることになってはいけないと思って

います。 

 ２点目の自治体の能力の限界というところですが、先ほども触れましたけれども、私ど

も消費生活センターで商品テストという事務は確かに行なっています。ただ、主にクリー

ニング関係の原因究明とか、その程度のレベルにとどまっているわけです。機材的な面で

あるとか、専門能力の面とか、やはり物理的に限界がある。もし、社会の中で大変困難事
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案となるような案件にぶち当たったときに果たして対応できるかというと、それは機材的

な面、経費的な面、マンパワーの面などから多分無理だろうと考えています。また逆から

言うと、ひとつの自治体ごとにそういう機能を持って対応するのが果たしていいことなの

か。これらのことから自治体の能力には限界があるなということを感じています。 

 ３点目のフィードバックの関係ですが、これは我々行政の自己反省も含めてですが、い

ろいろな行政機関や省庁から消費者庁に別々のルートで情報が上がることになっています。

本来、我々大阪府では消費者行政の本部会議があって、横のつながりがあるのですが、細

かい個々の事案について集約ができているかというと、なかなかできていないという現実

があります。一方で、例えば警察であるとか、消防であるとか、関係省庁を通じて消費者

庁に情報が上がったときに、地元である大阪府や大阪府消費生活センターが知らなかった

ということが、将来的に発生する可能性があるということです。それで果たしてよいのだ

ろうかと。ただ、情報をいただいたところで、じゃあ我々自治体として何ができるかとい

うことではなかなか難しい問題がありますが、ただ全く知らないというのは危機管理上ど

うなのだろうかということを考えれば、あなたの県でこういう件が起こっているよという

ところを迅速にフィードバックしていただけるような、何か緊急対応ツールや仕組みのよ

うなものがあればよいと考えています。もちろん、大阪府の中でも横の連携強化をやって

いかなければいけないという反省を込めてでございますけれども。以上３点です。 

○宇賀座長 ありがとうございました。それでは和歌山県の幸前さん、お願いします。 

○和歌山県 和歌山県では、消費者事故情報の取扱マニュアルというものを昨年 10 月に

策定しまして、県庁の全職員に周知したところです。趣旨としては隙間事案が起こらない

ように、自分の担当している職務だけではなくて、職務以外でも知り得た情報はどんどん

上げてくれ、消費者事故情報を上げてほしいというようなことで周知いたしました。 

 結果的に見ますと、昨年から今年の３月までで消費者庁で事故情報として扱われたのは

７件。県から上がったのはわずか２件でした。あとは事業所関係が３件と教育、消防とそ

れぞれ上がってきたのが２件というような状況です。消費者庁さんが発表されてから我々

が知るという件の方が多かったというのが現状でした。事故自体は少ないかもしれません

が、我々としては判断より情報を先に上げようというふうにやっているので、初期段階は

こうでもいいかなと思うのですが、これから制度が成熟してきたときにはもう少し整理し

た形が必要になってくるかなと思っておりまして、担当者はやはり悩みもあるようです。

私はどんどん出せというような指示をしております。 

 もう１点、今、大阪府さんが言われましたようにフィードバックの問題です。教育関係

であるとか福祉関係であるとか、それぞれ省庁で扱われているような問題もありまして、

そういったものはそちらのルートで指示が出るんですね。それとは別に消費者庁さんから

も来るということで、周知が必要だという通知はよろしいのですが、では受け取った方は

どういう周知を要求されているのかというのはよく分からないというようなことがありま

す。これはどちらの県でも庁内の横の連絡というのも作られていると思うので、そういっ
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たところで連携をとればいいのでしょうけれども、もう１つどこまでどう周知するのかと

いうのは、今のところできていないなというのが現状です。 

○宇賀座長 ありがとうございました。それでは広島市の石井さん、お願いします。 

○広島市 冒頭の資料説明の中で消費者安全法を杓子定規に適用されるようなことはよく

ないという趣旨で説明があったと思うのですが、現場から言うとやはり法の規定に基づい

て処理をするという観点が必要だと思います。 

 解釈上よく分からないなということが３つほどございまして、それでアドバイスをいた

だければと思います。１つは消費者安全法 12 条２項の通知義務の適用がない場合につい

て。もう１つは指定の公の施設での事故について。３つ目が通知の適用除外についてです。 

 まず１点目の、消費者安全法 12 条２項の通知義務の適用がない場合についてでござい

ますが、消費生活センターには消費者だけではなくて、事業者から製品の事故情報がとき

どき入ってきます。こうした場合、同項の通知義務があるかどうかということですが、消

費者庁のご見解だと事業者からの情報は消費者安全法の適用はないと考えておられるのか、

消費生活用製品安全法の重大事故の報告義務が課されているときには、重複して報告する

義務がないと考えておられるのかよく分からないのですが、結論としては事業者からの情

報については消費者庁に連絡しなくていいというようなことで承っていると思います。 

 条文を文理的に見る限りはどこから得た情報というのは特に色もついていないし、適用

除外も明確に書かれていないのに通知しなくていいのか、事務的には通知しなくて済むの

ですが、もし通知義務があるのに通知していないということだとまずいなと思っておりま

す。 

 ２点目の指定管理者制についてですが、消費者庁で出されたＱ＆Ａですと、地方公共団

体との責任において通知されるべきというべき論で考えておられるようですが、やはり条

文から見ると自治体の首長というのが主語になっておりまして、指定管理者まで広げてし

まっていいのかなということもアドバイスをいただけたらと思います。 

 ３点目の通知の適用除外についてですが、３月の末に消費者庁と消防庁の連名で事故報

告の通知が来ました。それを見ていますと、消費者安全法施行規則の中で適用除外として

いいとされている消防庁の通知義務、通知をしているものについては重複するから通知し

なくていいというふうに、プラスして消防庁に通知してくれというのが載っておりました。

消費者安全法だけ見ると、やはりこれは消費者庁に直接通知しなくてはいけない義務がか

かっているはずなのに、その通知をもって消費者庁に通知しなくて消防庁に通知すればい

いのだという仕組みになっているのですが、順番から言うと法で通知しなくてはいけない

部分に通知をもって通知しなくていいというようなシステムになって、消防局の方も混乱

をしていたようでございます。 

 同じく例えば食中毒の事故情報というのはたくさん出ているのですが、それについても

除外されているのか。食品衛生法第 58 条に基づいて都道府県知事が厚生労働大臣に報告

すべき事項というのが通知対象から除外されているのですが、これからいきますと 50 人
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以上の規模の食中毒の場合は限られているのですが、これより規模が小さい場合は適用除

外にならない結果、地方公共団体の長に通知義務が生じているのではないかというふうに

も思っております。実際は厚生労働省から情報が提供されて、報告がなくても実害がない

のですが、やはり通知義務がかかっているのに通知していないというのは私の目からすれ

ば気持ちが悪いところがあるので、その辺がなぜそういうシステムになっているのか、よ

く分からないなと思います。 

 最後に制度的な問題としましては、事故情報の通知先は重大事故とそれ以外の事故では

消費者安全課さんと消費者情報課さんに分かれておりまして、現場で重大事故かどうかを

判断して通知先を決めなくてはいけないという、特に直ちに通知すべき重大事故について

は、その場その場で判断していかなくてはいけないのに、その時点で条文を読んでどうこ

うというようなことになりますし、あるいはマニュアルでもそれぞれの課からマニュアル

を出されていまして、中を見るとかなり重複しているのですが、今、あの分厚いマニュア

ルを消費生活相談員の方に全部読めと言って渡すのは非常に気が引けるので、また解釈に

ついても同じ 12 条の条文の中で別々に解釈をされているようなのですが、そういった観

点からも窓口としては１つにしていただく方がいいと思っております。 

○宇賀座長 ありがとうございました。いくつかご質問にわたる部分がありました。これ

は一渡りご意見を伺った後でお答えいただきたいと思います。 

 それでは続いて高知県の武政さん。 

○高知県 高知県です。高知県は昨年来より県として通知をしたのが４件です。そのうち

重大事故は１件、あとは消費者事故等ということで３件になっています。定義付けで消費

者事故に該当するのかどうかが分かりにくい、判断に悩む、というのは当県の消費生活セ

ンターに聞きましても、これまで複数の県さんがおっしゃっていましたが同じでして、自

身の損害を何とかしてほしいとか、弁償してほしいとかいう自身の被害に関して相談があ

った人に対して、適切にちゃんと使いましたかとか聴くことは、テクニックの問題がある

のでしょうが、なかなか聴き取りに苦慮するといった、定義付けとも絡んで苦慮するとい

った問題がございます。熱心にやろうというところはそういった苦慮、問題がありますが、

その前に思いますのは、和歌山県さんから話がありましたように、当県も庁内のマニュア

ルを作って、フロー図なども作って、情報伝達のフローをやっていますけれども、では実

際にそういった事故の通知というのがきちんと行われているのだろうかということですね。

解釈に悩む前に通知するのだよという意識がちゃんと庁内で育っているのかどうか。市町

村も育っているのかどうか。 

 １つ新聞を見ていまして、公園のブランコに関する事故がありました。その市町村に電

話を入れて「国の方に連絡をしましたか」と聞いたら、「エッ、そんなのをしないといけ

ないんですか」という反応で、やはり判断に悩む前にそもそもこれは通知するんだよとい

う意識がまだまだ、お恥ずかしい話ですけれどもそういったものが十分育っているのかな

という若干反省はあります。そこは繰り返し啓発なりしていかざるを得ないのかなと思っ
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ていますし、あるいは事業関係であれば事業元の省庁さんからの、そっちのルートからの

意識啓発、そういったものも必要かなと思いますが、そういった面で判断の前の、まずこ

ういったことがあれば問題意識をもって通知をして情報共有していく、拡大防止を図る、

そういった面の方を我々は更にやっていかなければいけないのかなという問題意識を持っ

ております。簡単ですが。 

○宇賀座長 ありがとうございました。では、佐賀県の三原さん、お願いします。 

○佐賀県 佐賀県は知事には通知しなければならないという義務がありますので、まず県

庁内と市、町の連絡会議を作りまして、とにかく発生したときは通知をしようということ

をまず法的な義務を果たすというのが一番かなと思います。その中で消費生活の横の連携

という形で、消費生活の副本部長級ですけれども、総括監というのを作りまして、そこに

情報をとにかく集中させる。その総括監の下に対応をするというような対応を佐賀県は行

っております。ただその情報収集が、とにかく情報がそこに集まることが一番ですけれど

も、先ほど質問もしたんですけれども、実は消防関係で老人福祉施設の空気清浄機で火災

が、カーテンが焼けるだけでしたが起こりまして、その情報は通常ですと各消防本部から

消防庁に行きますので、県の担当課には経由はしないわけです。ということで私たちは何

で知ったかというと、最終的にはマスコミで知ったという情報です。 

 その後に消防関係の担当課に、そういうように消防から来るときはあなたたちもきちん

と受けてくださいねということをお願いしたのですが、それはあくまでも非公式でござい

ますので。 

 あと、先ほど言いました遊具関係の事故のときです。警察が出動という事例もございま

す。そこも警察とは連携はなかなか厳しいというのがあります。 

 あと病院関係でもいろいろな事故があったとき、病院から直接県の方に連絡がある体制

にはなっておりません。ということで、せっかく情報収集をして対応を県がしようとする

んですけれども、消防関係、警察関係、病院関係、この情報があとで来るのではなくて、

報告された後、同時に県にもきちっと来る、そういうような仕組みというのでしょうか、

国の方では多分警察庁とかいろいろなところで協議をされていると思いますが、そういう

ような協議を地方各庁レベルでもできるように、例えば警察庁さんにお願いをして、各都

道府県の警察本部とそういうふうに情報共有をと、そういうような働きかけというのでし

ょうか、そのようなことをしていただけないかなというふうに思っています。そうしない

と、なかなか県の対応が地方だけではできませんので、なるべく総括監が指示を行うとい

うことをしておりますので、そういう情報提供がスムーズにいくようによろしくお願いを

したいなと思っております。以上です。 

○宇賀座長 ありがとうございました。それでは旭川市の北澤さんです。 

○旭川市 旭川市です。このたび、この意見交換会にお声がかかったのは私どもが今年度、

全国の中核市 10 市で構成しておりますけれども、全国中核市消費者行政協議会の幹事を

担当しているという関係でのことと存じますが、今回、この会議に当たりまして意見聴取
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を行っておりませんので、旭川市の行政としてどうかということの現状、実態などをお話

しさせていただきます。 

 多くの自治体共通の課題であると思いますが、職員数の削減あるいは各分野ごとの業務

の複雑、多様化ということで消費者関係窓口の一元化というのがなかなか難しい課題では

ないかということで、私どもも実際はそのような統一的な窓口を設けてはおりません。そ

ういうふうなことで消費者事故情報の通知については、当市におきましては該当事案が発

生した部局で情報を確認しまして、当該部局から消費者庁の方へ直接通知というふうにな

っております。 

 後日の照会に対応するために通知後には報告内容につきまして、速やかに消費生活セン

ターの方に報告を求めるようにしておりますけれども、今のところ報告の実績というよう

なものはございません。 

 このような取り扱いにつきましては、ほぼ施行後速やかに全庁、各部局に通知しまして

周知を図っているところでありますけれども、日常的に消費者問題の庁内ネットワーク組

織的なものを設けていないというところと、問題意識は各部局で一般化しているかという

ようなところ、あるいは事故情報通知の対応が、そのような熟知がない中で滞りなく円滑

に処理できているかというところは、少々懸念されているところであります。 

 このようなことからお願いでありますけれども、日常的に消費者事故を強く意識するこ

とが少ない部局に対しても一様の対応を求めていくためには、私ども消費者行政担当部門

が主体的に繰り返し周知を行っていくというようなことは当然ではありますが、不慣れな

担当部門へより分かりやすく情報を伝えるための、今もございますが取り扱いのより簡易

なマニュアル等の作成をお願いできればというふうに思っておりまして、ご検討いただけ

ればと思います。 

 それと先ほど参考情報の話がございました。消費者事故に該当することが明らかでない

情報についても参考情報として提供し、検索も可能にすることがあるということでありま

した。その情報自体がまだ不正確あるいは不確定ということもございますので、そういう

ような情報が一人歩きしないように、その取り扱いについての配慮は当然お持ちでしょう

が、よろしくお願いしたいというようなことで、以上でございます。 

○宇賀座長 ありがとうございました。今、自治体の方からご意見を伺ったのですが、そ

の中で質問にわたる部分がありましたので、もし今お答えいただける部分がありましたら

お願いします。 

○野村消費者安全課長 最初に東京都さんからご質問のあった 30 日以上の疾病に該当す

るか否かというところ、どこで線を引くかというところですが、30 日以上治療に要する

という治療の意味合いは個々に判断を要するのかなとは思いますものですから、医療行為

によって一定以上の機能を回復しなければいけないような、そういう医療行為の提供を受

けているという状況をどこで線を引くかということだと思うのですが、ある程度、もう大

丈夫になった後も安心のために通院されるケースがあるのだろうと思います。そうします
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と、いろいろなケースが相当長期間の治療を要するケースということになってしまうかな

とは思います。通うように医療機関に行かれるような年配の方もおられます。それは多分

30 日以上の治療とは違うのかなとは思いますが、個別によく話を伺わせていただいた上

でということかと思いますけれども、治療の意味合いを当てはめながら広すぎず、狭すぎ

ずというふうに判断をすることかなと思ってございます。ただ、あくまでそれは１つの事

例ということで、いずれにしてもほかの方からもございましたが、消費者事故、重大事故

の定義は非常に難しいと。難しいところを、これはもう難しいことなので試行錯誤をして

いくしかしょうがないということですけれども、なるべく分かりやすいような資料の提供

をというところは、逐条解説書を作成して配布させていただくようにということを今やっ

てございますが、それも第１版ができたから、もうそれで決定版ということでもないかな

と思いますものですから、どんどん事例が蓄積されるにつれて、また事例の紹介を書き込

んだような第２版、第３版を作っていくような取り組みをしていくということかなと思っ

てございます。 

 それから広島市さんのご質問の方、12 条１項で情報の提供元が事業者であった場合は

適用されるか適用されないのかというのは、事業者であった場合は適用されませんという

ことではないと思います、消費者安全法の場合。詳しくお聞きする必要がもしあればでご

ざいますけれども、多分、消費生活用製品安全法ですでに事業者から消費者庁に通知があ

った場合に、改めてわざわざは結構ですというやりとりがもしかしたらあったのかもしれ

ませんけれども、情報の出元といいますか、探知する出元はどこからかということは特に

限定されていないというご理解はそのとおりかと思っております。 

 それから指定管理者の関係は、業務の委託受託関係によってというところがあるかと思

いますので、一律的に申し上げるのは注意する必要はあるかもしれませんが、公的な施設

なりの利用に伴って事故が起こったとき、自治体において当該施設の利用に伴う事故の情

報を知り得る立場にあるのであれば、それは自治体の長には通知義務がかかっているとい

うふうに解するべきではないかと思っております。 

 それからあと、経由情報が適用除外になるというのは３項ですか、経由情報は通知義務

がかからなくなりますというのはそのとおりでありまして、かつ経由情報の根拠は必ずし

も法令でなければならないということはありませんものですから、通達事務連絡のベース

であっても、例えば自治体の消防本部さんから消防庁の方に上がって、消防庁の方から消

費者庁の方に連絡するからという、そういう経路が確立した場合には、その時点で経由情

報ということで通知義務は解除されるというふうに解していただいてよろしいかと思って

おります。そういうことでよろしかったでしょうか。 

○宇賀座長 よろしいでしょうか。それでは、これまでのご説明とご発言等を踏まえなが

ら意見交換を進めてまいりたいと思います。ご自由にご発言いただければと思いますが、

いかがでしょうか。 

○ＮＡＣＳ（青山） 社団法人日本消費生活アドバイザー・コンサルタント協会、大変長
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い名前ですので通称ＮＡＣＳとお呼びいただいております。そこの青山でございます。地

方公共団体の方々と同じフィールドでお話をさせていただくというのは、ちょっと違和感

があって違うのかなという気もしないのでもないのですが、少し感じたところをお話しさ

せていただければというふうに思います。 

 消費者庁ができて、この安全法ができて約１年というか、11 か月といいますか、消費

者庁の方でもそれなりに中間総括というような形で、今後の改善案をご提示いただいたと

いうのは私どももそれなりに評価させていただくところで、やはりこの改善案については

多分人的にも経済的にも大変な取り組みなのだろうなと思うのですが、ぜひこれはおやり

いただきたいなと思っております。 

 実は、先ほど来いろいろ出ていますけれども、消費生活用製品安全法ができたときに、

これは製造事業者さんと輸入事業者さんに義務が課せられたわけです。そのときにとにか

くメーカーさんたちは何か事故が発生して、それを認知したときには 10 日以内にとにか

く申し出なければいけないのだということで、いろいろな場面でとにかく情報というのは

当時は経済産業省に集まってきたわけです。私が覚えているのは、農家のお隣の納屋から

火が出た。そこにたまたまコンセントを抜いた、使われていない冷蔵庫があった。その冷

蔵庫が自分のところのメーカーのものであったといってメーカーさんが届け出たというよ

うな、本当に何でも何でも申し出をした、届け出をしたという事案等々があって、それは

経済産業省の中で本当に重大事故に当たるのかどうかということをきちんと仕分けをして

整理をしていったという経緯があります。 

 そういうことから考えると、今、地方公共団体の方たちが本当に自分のところで法律上

の定義、要件でこれを満たすのかどうかを判断するというのはすごく難しいのではないか

という気がします。そういう意味ではフォーマットに全部入り切らないものであってもや

はり投げるということが必要ではないかという気がします。 

 何のために情報を収集するかという原点に戻るとするならば、これは事故の拡大被害の

防止ということ以外にないわけです。もちろん原因究明があってリコールや何かも出さな

ければいけない部分があるわけですが、まずは拡大被害の防止というところから事故情報

を一元化するのだというところが発生したわけですから、そういう意味で私は恣意的な判

断はできないというかしないでどんどん出せばいいのではないか。それで確認、そしてあ

とは整理をしていくということを消費者庁の方たちはぜひやっていただきたいと思います。 

 それからもう１点、これは消費者団体としてのお願いですが、行政向けの事故情報デー

タバンク拡充を進めますということがありますけれども、私ども 20 年３月 19 日にＡＤＲ

法に基づいて法務大臣認証をいただいた消費者団体です。あるいは適格消費者団体等々も

あります。そういうところもデータバンクの拡充の中にぜひ入れ込んでいっていただきた

い。本来、ここは国センはいないんですが、ＰＩＯ－ＮＥＴ情報や何かもぜひこういうと

ころでは入れていっていただきたい。そういうことで消費者被害、暮らしの安心安全のた

めに何が必要かということを前提に考えたならば、そういう意味でいろいろな活動をやっ
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ている適格な団体もこういうバンクの中に入れていっていただきたいなと思います。 

 あとは現場の人間が現場でも困っている点をちょっとお話しさせていただきますので、

ごめんなさい、長くなって申し訳ないのですが、つなげさせていただきます。 

○ＮＡＣＳ（佐竹） 現場と申しますか、自治体の消費生活センターで私は相談員をして

いるのですが、１週間に１回、重大事故情報がセンター向けに出てきます。これはセンタ

ー向けに出てきまして、現場の相談員１人ひとりがすぐ見られるような状況になっていな

いんです。ですから、重大事故をセンターでペーパー上で流していただくことがあったと

しても、現場の相談員は非常に忙しいので、なかなか重大事故がきちっとそれぞれの相談

員で確認できないということがあります。ＰＩＯ－ＮＥＴというのもイントラでなかなか

整備が難しいのかもしれませんが、相談員の個々のＰＩＯの中できちっと重大事故情報が

確認できるようにぜひしていただければ、せっかく発信していただく重大事故を相談員も

すぐに役立てられるのかなと思っております。ぜひよろしくお願いいたします。 

○ＮＡＣＳ（唯根） やはり現場からですが、最近、新人の相談員さんを即製するという

ような状況で、窓口が増えて相談員さんも増えているのですが、事故情報をきちっと聞き

取れるノウハウを持っている方がまだまだ育成されていません。その辺についてはどんな

にマニュアルなどをご用意いただいても、それを見て知って聞き取れるような訓練がやは

り必要な状況です。ですからベテランの相談員さんは事故情報が入ってきても結構聞き取

ってつなげていけるのですが、新人の方は商品自体が分からないと聞き取りの一歩からで

きないという現状もあると思います。ぜひ相談員の育成というか養成の部分の工夫もして

いただけないかと思います。 

○宇賀座長 ありがとうございます。 

○ＮＡＣＳ（青山） どこかの自治体の方もおっしゃっていましたが、安全法がしっかり

と周知されていない。つまり関連する、例えば消防庁、警察庁、教育庁、いろいろなとこ

ろで消費生活センターは分かっていても、そんなこと通知しなければならないの、こうい

うことだから情報をくださいというふうに言っても、消防庁だ、警察庁だと言って、警察

は別かもしれませんが、原因究明等々があるので。そういう点でなかなか周知されていな

い。そういう点ではもっともっと消費者庁は汗をかかなければいけないと思います。消費

者団体、消費者関連部門だけ集めていないで、もっと関連するここの９つの業態の中でト

ップレベルの方たちは分かっていても、現場の方たちが分かっていない。そういうところ

をぜひ汗をかいていただきたいなと思っています。 

○和歌山県 今の件について、消費者庁ができる前の段階で私どもは警察とかに集まって

もらって話をしましたが、警察とか消防は出さないんです。そういうルートが出来ている

というから、だから消費者庁がトップの段階で、それをきちっと処理するべきです。都道

府県の段階でそれはできないんです。 

○ＮＡＣＳ（青山） 東京 23 区のセンターなどでも、センターの情報の中でセンター長

がくださいというふうに言ってもなかなか出さない。それはそういうことなんですか。 
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○和歌山県 はい。 

○ＮＡＣＳ（青山） とにかく消費者庁が指令をしなければならないですね。 

○和歌山県 それは確実に情報が流れる仕組みだと私は理解しています。 

○宇賀座長 ほかはいかがでしょうか。 

○全相協（菅） 全相協の菅と申します。どうぞよろしくお願いいたします。私の方から

は相談員さんが情報の一元化、それから安全を重視するということで隙間事案をなくすと

か、そういうことからモチベーションがある程度高まっている中で、こういう相談が来て

消費者庁につなぐとき、齟齬もあると思いますけれども、これはちょっと違うと言われて

しまった事案が入ってきまして。原因というのはガス給湯器、実は後でリコール商品であ

るということが分かったんですけれども、それをアパートの屋外に設置していて、そこか

ら火が出て、背面のところが火事になった。消防も呼ぶような事態になって、それをアパ

ートの主はリコール商品だということも分からなかった。当然、あとで分かっただけです

ので、消費者はそんな情報をそうそう持ち得ているものではないということを、やはり私

たちは認識しなければいけないんですね。そこで消費者目線とは何なのかと。そういうモ

チベーションが高いときに、それはちょっと考えさせてくださいとか、消防庁の方から来

るから、うちは要らないですみたいなことでご回答をなされている例があったんです。そ

このところはみんなが一緒にやっていかなければいけない。今、情報の蓄積の段階的なと

ころにあるわけで、そこの精査については消費者庁さんの方できちんと精査をして、事後

にセンターに報告をしていただければいいのであって、やはり情報提供の段階で梯子を外

されてしまうと、私たち相談員も、それに協力していただく相談者もトーンダウンする。

自治体の方がおっしゃっていましたけれども、相談者は個別の救済をまず求めている。そ

の中でうまく聞き取りながら、バックの人たちに被害の未然防止とかでやっているわけで

すので、そこら辺を今、センターの相談員も習熟はしていない。当然ですので、一緒に育

っていくような環境を醸成していただければと。ガス湯沸器の関係で、なぜかどこかでボ

タンのかけ違いがあったのか、ＰＩＯ－ＮＥＴには入力しないでくださいと言及されまし

たと。ＰＩＯ－ＮＥＴと届け出というのは全く別ものであって、相談の段階で入ってきた

ものすべてＰＩＯに反映する。多分行き違いだと思うのですが、そういうことがあって、

やはり相談員さんは次の情報を拾い集めるという気持ちがトーンダウンしてしまいがちで

すので、その辺、もう少しお互いに成熟したいなという考えを持っております。以上です。 

○全相協（池田） あと１つ現場から。相談員協会の池田と申しますが、お話しさせてい

ただきたい思います。伺った話ですが、相談員に相談が入って、介護施設で高齢者の方が

食事をしているとき、のどに詰まらせて亡くなってしまったという事故だったんです。そ

ういう事故情報が入りまして、相談員がまず通報するのかどうかというところで考えたん

ですが、相談員はいろいろなところから角度を考えて事故を見ます。例えばものを詰まら

せて亡くなったのは製品に問題があるのかもしれない。だけれども、それは介護施設で調

理したものだったんです。そうすると介護施設のサービスの問題になるかもしれないとい
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うようなことで、消費者庁さんの方に本来はただ通報するようなものであったにしても、

実はいろいろと説明を伺っていたものですから消費者安全課さんの方に直接お電話をして、

どなたかとお話をさせていただいた。そうしましたら、こういうことはどうですか、ああ

いうことはどうですかと、いろいろ会話があったので、もう一度相談員が事故情報を提供

してきたところに細かく聞いて、今回は事故情報にするのはやめましょうという話になっ

たんです。基本は事故情報があると、すぐに通報しようということで通報するんです。と

ころが、先ほどもいろいろご意見が出ていましたけれども、マニュアルにきちっと合って

いない、そこでもうこれは要りませんというような話をときどき聞きます。やはりそうで

はなくて、１つ起こった事故、それは例えば関東で起こった事故で、たった１つかもしれ

ないけれども、北海道があったり、九州があったりということもあるわけです。それが今

回のデータバンクということであるので、やはり通報があったら、私たちは大事に１つひ

とつ丁寧に拾い上げていただきたい。そのときには緊急でないものであったとしても、何

かあったときに同じような事故と照らし合わせて、またフィードバックできるような形を

きちっととっていただく、そういうような形での事故情報の収集というものを、お願いし

たいと思っております。よろしくお願いします。 

○宇賀座長 ありがとうございました。 

○全相協（阿部） 私も現場の相談員ですが、私どもの区民からではないのですが、大変

な事故が起きたという相談を私どものセンターで受けました。受けたところが通報しなけ

ればいけないということで、所長にどうしますかと聞くと、所長がマニュアルを出してき

て、消費者庁に電話を入れたんです。ママチャリと言われる自転車で、今ちょっとグレー

ドの高いものがあります。私もとても危ないと思っているんですが、それに３歳の子ども

を乗せてひっくり返ってしまったときに、ここがえぐれるぐらい怪我をした。歯も全部神

経がマヒしたという話だったんです。そのときに消費者庁から所長がいろいろと聞かれ、

誤使用ではないか、母親の監督不行き届きではないかということでいろいろ質問された。

うちの所長は気が短いもので、「やめた」と言ったんです。「面倒くさい」って。こんな

ことを聞かれて受け付けてもらえないのではたまったものではないということで、「所長、

待ってください」ということで、私どもで国センに電話をしたり、いろいろな形で処理を

したんです。現場の声としてそれがとても大切だなというので、「所長怒らないでくださ

い」ということでお願いした経緯があって、いまだにそれを覚えているんです。本当に重

大な事故でした。母親もとても若い母親で、その辺のところに問題もあったのかもしれま

せんけれども、あの自転車は今でも私どもはとても危険だと思っています。今も売られて

います。素敵なんです。見てくれがよくて。でも、とても安全性に問題があるのではない

かと今でも思っておりますので。 

 そういう体験があったということをお伝えしたいと思います。以上です。 

○宇賀座長 ありがとうございました。ご意見はいかがでしょうか。 

○佐伯教授 改善策のところで参考情報、先ほど現場の方からいろいろなご意見をお聞き
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しまして、消費者事故等の定義付けというのがはっきりしないというお話が多かったので

すが、参考情報として提供する必要性ということですが、参考情報とは何なのかというこ

とで逆に悩んでしまう。どんな事故なら消費者庁に連絡しないといけないのかということ

での混乱が生じないかということ。 

 それと先ほども相談員の方の教育の話が出ておりました。通知義務があって、通知事項

が決まっていると、相談員がそこで通知事項を確認しようと一生懸命に努力する。ところ

が通知事項に該当しなくても通報してもかまわないということになると、そういう努力を

しなくてもかまわないのではないか。そういうようなことも懸念をしています。 

 そのあたりで現場の担当者の認識として、やはり参考情報というカテゴリーを作っても

らった方がありがたいのか、逆に混乱して、何でもかんでも消費者庁に連絡しないといけ

ない、それによって情報の洪水が起きる可能性も心配しているのか。そのあたりのところ

を現場の方のご意見を聞かせていただければと思っています。 

○宇賀座長 どうぞ。 

○東京都 東京都のセンターの金子です。先ほどのお話の参考情報の扱いですが、新しい

カテゴリーを作るのは厳しいなと思っております。といいますのは、現状の消費者事故や

重大事故でも定義付けがなかなか分かりづらいという中で、うちの相談員もどこまでが重

大事故なのか、消費者事故なのかというのに苦慮しております。都のセンターには 40 人

の相談員がいますが、やはり 40 人いますと社会通念上の消費安全性の考え方がそれぞれ

違ったりということで、どこまでやるのかというのは統一的に対応ができていないという

のがある中で、更に参考情報ということになって、どこまでが可能、恐れがある、はっき

りしていないのを定義付けるかというのは難しいかと思います。 

 ただ、そうは言っても広く東京都としては情報を上げていきたいというのがありますの

で、例えば消費者事故等ということの範囲をもう少し広げて、参考情報も含めて、先ほど

の参考情報は消費者情報の外の話ですかとお伺いしたのは、外ではなくて例えば消費者事

故等の中の概念をもっと広くしていただいて、まずは第一報を消費者庁に上げるのだとい

うふうな姿勢になってもらった方がいいのかなと思います。 

 相談員さんの負担からしても、例えば重大事故なのか、消費者事故なのか、更に消費者

事故の参考情報なのか、それともそれには当たらない一般の情報なのかと判断するときに、

今、重大事故であれば別様式で消費者庁に通報しております。消費者事故等で生命・身体

に危険・危害ということでチェックを入れているのですが、その判断もやはりバラバラに

なるところが正直あります。更に参考情報として、その提供する仕組みについて消費者庁

が今どんなふうに考えていらっしゃるのか分からないのですが、例えばそれに対してＰＩ

Ｏ－ＮＥＴの中で新しいチェックボックスを入れて参考情報扱いにするというのですと、

かなり負担になります。更に参考情報についてＰＩＯ－ＮＥＴ以外の新たな情報を聞き取

って教えてくださいとなりますと、相談員さんの負担としては対応できる範囲を超えてい

るかなと思っております。 
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○藤原教授 私も今、いろいろな方のお話を聞いていて、参考情報というのが今日の１つ

の共通のキーワードなのかなと思ったので、一言だけ申し上げます。先ほどのご説明では

参考情報というのは重大事故、製品事故の外というお話でしたが、話を伺っているとそう

ではなくて、東京都さんのおっしゃるように参考情報というけれども、ひょっとするとそ

れは通知の定義にかかわっているだけで、ほかのカテゴリーに当たる可能性があるものだ

という、そういうものを多分含めて参考情報といっておられるのだなと私は思ったんです。 

 そこでこの法律は通知のところがかなり厳格に書かれていて、その当てはめ、運用に困

っておられるというのが共通の話題みたいですね。であるとすると、おそらくそんなに先

ほどの課長のご説明と実際の方々のお話は食い違っているわけではなくて、この厳格な要

件で各自治体の方々が何か言うと認知するんですかと聞かれたら、ますます萎縮するでは

ないかというところがあるので、おそらくはそういうところを離れて、この要件に準ずる

ようなものもどんどん上げろというご趣旨と考えて、新たなカテゴリーと考えなければ、

これは私の見解ですがいいのかなと。 

 そして情報を上げること、その情報をもらって、もう１回シャッフルするのは多分消費

者庁側の仕事であると思うので、とにかく情報を充実させようというお話と考えれば、負

担感というのもそんなにないのかなというふうに伺っていたんですけれども。ですから、

多分新しいカテゴリーを作れという話ではないのかなとも思ったんです。 

 それから様式を拝見できなかったので、どの程度の様式で書かせているのかが分からな

いのですけれども、自治体の方々が使い勝手のいい様式にして、かつある意味で先ほど能

力の限界というお話も出ましたけれども、静岡の方がおっしゃったようにそもそも隙間か

ら何かをくみ取る、危険性をくみ取るというところがあるのだからということであれば、

この参考情報を堅く考えないで柔軟に解釈していくことでいいのかなという、そういう印

象を受けたということだけ申し上げておきます。 

○宇賀座長 どうぞ。 

○鶴岡氏 やはり参考情報についてなんですが、現場に携わっておられる皆さんが取り扱

いたい情報をできるだけ広くというお気持ちを持たれているということは、本当に心強く

思います。ただし、悩みとしてどこまで広げたらいいのかということで悩んでおられる。

ここで新たに参考情報という概念が登場してくることについて戸惑いを感じられるのはも

っともだと思いますが、私としてはこの参考情報の範囲を若干狭めることになるかもしれ

ませんけれども、かっちりとした要件に該当しなくても感覚として同じようなケースが続

発する感じがある、そういった程度のところでも判断基準にされて、上げられるようにし

たらいいかなというふうに、皆さんのご意見を伺って感じた次第です。 

○藤原教授 一言だけ。私が参考情報を柔軟にと申し上げたのはちょっと違う意味もあり

ました。この法律が 12 条でしたか、内閣府令、政令でという形で通知事項のところを、

要件を書き込んで、だから様式と申し上げたのですが、いろいろなことについて検証を求

めているような書きぶりになっているので、そこのところが重いのであれば、そこを軽く
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する運用という程度の意味でやればいいのではないかということです。上げていただく方

は柔軟に。検証はきちんと消費者庁の方でやるという仕組みもあるのではないかという意

味で、狭めろとかそういうことではなくて、柔軟というのはこの要件が結構負担になって

いるのかなという印象を受けたという、そういう意味です。 

○鶴岡氏 その点は皆さんもおそらくその要件に該当するかどうかというところでかなり

困るというか、そういうことになると思うのですが、再発する可能性がありそうかどうか。

その程度の判断基準でも通報の対象に含める。そういう考え方、だからやはり運用の改善

が必要かと思うのですが、そういう方向でいかがかなという感じです。 

○片山弁護士 私も参考情報を集めていくということには賛成です。今日お話を聞いてい

て、やはり現場は重大事故だとか、消費者事故に当たるかどうかの判断で大変困っておら

れるというのはひしひしと分かりましたし、それは本当にそのとおりだと思います。特に

先ほどご紹介があった誤使用事案ですね。因果関係が分からないとか、誤使用ではないか

という事案については、同種事故の情報が集まって初めて因果関係が明確になるというと

ころがあるので、それを最初の段階でシャットアウトしてしまうと意味がなくなってしま

う。そういう意味でもあまり個々の自治体の現場で悩んで抱え込んでしまわないで、とり

あえず情報を集めるためのきっかけとして、参考情報として出していくというのが非常に

重要だと思っています。 

 参考情報として上がってきて、消費者庁の方で検証する中で消費者事故として扱われる

というふうに生成発展していくといいますか、情報というのは動いていくものだと思うの

で、その仕組みをきちっと作っていただくことが大事。そういう意味では行政向けのデー

タバンクサイトに集めていくというのが非常に効果的かなと思います。 

 ただ、もう１つは今日お聞きしていて、とりあえず参考情報で上げてしまうと、どんど

ん消費者庁から問い合わせがきて、現場はまたその負担が大変。消費者庁の方も多分要件

を満たしているかどうかのチェックのために聞き取りをしないといけない、それも大変な

作業だと思うので、その辺でぎくしゃくしないようにいいシステムを考えていただく必要

があると思います。そこが一番の課題だとは思いますけれども、少なくとも一度やってみ

ていただきたいというふうには思います。 

○宇賀座長 ありがとうございました。どうぞ。 

○島野氏 国民生活センターに勤めていた者としてお話ししますと、この消費者安全法の

提案理由というのは、１つは消費者庁による一元的な集約体制の確立です。もう１つは集

めた情報を的確に法執行その他に有効に利用するという目的で本法ができた。ただ、消費

生活センターだとか相談員の方々というのは、もう１つ前に我々がやっていた危害情報シ

ステムというのがあるんです。それは欠陥品追放網でも何でもないのですが、事故があっ

たら情報をくださいよ。そんなに因果関係がギジギジ、ノンリケット（証明不能）みたい

な場合だっていっぱいあるわけですから‥。そういうものについて誤使用やら因果関係、

蓋然性云々とやられたら、提供できませんとなる。経年劣化にしても、今 30 年、40 年み
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たいなものもありますが、そういうものも何でも事故があったら出してくださいよという

ことで同じ事故を防ごうというのが、消費生活センターには醸成されているんです。 

 ところが若干、藤原先生その他がおっしゃった、あるいは参考情報の話で、そうすると

こういう要件みたいなものがややこしいことになる。今日のテーマは消費者安全法につい

てです。この前、我々が先生たちと研究会をやったのは消費者事故情報の公表だから、も

っと広い意味だったわけです。ところが、今の消費者安全法についてどうこうするという

と、かなり枠が狭まるのは致し方がない部分もあるのではないかと私は思うんです。その

辺で現場であまり混乱しないようにしつつ、あの法律をどういうふうにうまく執行してい

くかという部分で、その辺はとても難しいところは難しいところだと思いますが、私らは

現場の方の感覚がまだ強いものだから、何かあった事案はまず出して、取った方、インテ

ークした（その情報に最初に接した）人の方がどういうふうに判断するか。そのときに神

奈川の村田さんではないけれども、あまりどうこう追及されちゃうと、次にこれ出すのを

やめましょうということにもなります。都の方もいますが、１か月といったって化粧品の

事故なんていうと毎日毎日通院する必要はないわけです。 

 それから誤使用論というのは一番難しいと思います。本当にこれが誤使用だったかどう

かというのは、裁判になったって一審と二審でひっくり返るのはいくらでもあるわけです。

そういう部分で何かもうちょっと消費者安全法は要件なりが決まっているのですけれども、

やはり隙間事案とかそういうものに対して消費者事故というのを起こすのをやめましょう

という、消費者庁は原点に戻って、先程は枠が狭まるのは致し方ないと言ったのですが、

もう少し受けたところというか、情報を知ったところが情報提供しやすいように、そうい

う仕組みにやるべきだと思います。 

 もう１点、皆さんがどういうふうに感じているかは分かりませんけれども、私は若干、

消費者安全課に関与していて思うのは、消安法と両方言ってもいいのではないかと思いま

すが、消費生活用製品安全法と消費者安全法、あるいはＰＬ法があったりする。だけど特

に消費者安全法と消費生活用製品安全法は同じ課で担当されているわけです。同じ課で。

そうすると情報がフィードバックされたときにずいぶん感じが違います。法律そのものが

違いますから、事業者名がきちっと出ていたり何だりというとか、いろいろな面で。混乱

がかなりそういう面で現場というか自治体にあるのではないか。だから、その辺のどうい

うふうにしたら、法律を一緒にしろとか、そういう主張ではとりあえずないですが、その

辺の現場の混乱みたいなものが若干あるような気がします。それをクリアする方向にしな

いといけないのではないかとは考えます。 

○宇賀座長 ありがとうございました。 

○齋藤教授 皆さんが述べられたのとかぶるのですが、３つほどコメントしたいと思いま

す。１つは、先ほどから第三のジャンルを作るのかという議論がありますが、私はこうと

らえています。白か黒かと言うと分かりやすいけれども、その中間にグレーのところがあ

る。グレーがどういうグレーなのか、解釈がかなり違うことがあるのではないでしょうか。
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それは情報を使う目的によって違うと思われるのですが、私の考えではグレーゾーンはで

きるだけ少ない方がいい。白か黒かに区別できるのがいい。時とともにだんだん事故情報

の例が蓄積されてくるにつれて、従来のグレーゾーンというのはおそらく幅がずっと狭く

なる。それが白だ、黒だというのが大体はっきりしてくると思われます。何年かかるか分

かりませんけれども、そういうふうになっていかないと情報を集めている価値はない。 

 問題は、新しい商品や役務が次から次に出てきます。そうするとまた新しいグレーゾー

ンが出来てくる。これについて何とか消費者庁を中心に、白か黒か、誤使用も含めて白黒

の定義をしていく。この努力がおそらく永遠に要るのだと思います。これが継続されて、

従来のグレーゾーンはどんどん幅が狭くなるのだけれども、新しいグレーゾーンがまた生

まれてくる。その情報をみんなで情報を共有し、新しい社会に対応していこうではないか、

そのために必要な発信をしていく、ということが必要なのだろうと思います。 

 第２点目ですが、それは行政として保証できるのかとか、認識しているのかという、先

ほど自治体の方のコメントがあった点です。確かに難しいところだと思います。聞いてい

る情報は事故の被害を受けた方の情報だけです。もう片方の、事故の基になった役務・製

品を提供・製造した者の意見は聞かずに、それが白か黒かというジャッジをするのは、私

は無謀だと思います。それを行政が行うのはいかがなものかと思います。デュープロセス

と堅苦しくは言わないけれども、そうして得た情報をどのように使うのか。これなら大丈

夫だというコンセンサスができていないと、行政の方もそれが白か黒か確認できているの

かと問われると困る。最後は、全案件について裁判所に行ってくれとなってしまうように

思います。 

 ただ、そのような案件というのは何でもかんでもではなくて、こういう分野に多いとか、

何か特徴があるのではないかという感じがします。その辺はいかがでしょうか。現場の人

の声を伺いたい。 

 ３点目です。先ほど、法律を読むと情報の伝達の方法はこうなっている、報告先はこう

なっているけれども、実務運用上はそうなっていないので分かりにくいという説明がござ

いました。私も法律を読んで、この情報は誰に報告する、という図を描き始めたときに、

先ほどの方の説明と同じような場面に遭遇しました。そのときに経由情報とか実務上の取

り扱いがあることを知ったわけです。二重行政は無駄なことなのでやめなければいけない

と思いますが、分かりやすい説明パンフレットのようなものがあると、現場の人にも分か

るのではないかと思い、同感した次第です。 

○宇賀座長 ありがとうございました。どうぞ。 

○手嶋教授 行政の方たちのお話を伺っていて、具体的な制度の運用について、各自治体

の運用がうまく本指針に適合しているかどうかについて判断しかねる場面が多々あって、

悩んでおられるということがよく分かりました。ただ、これはある意味制度が動き出して、

まだ時間が経っていないことによる慣れていない側面というのが多分あるのだろうと思い

ます。齋藤先生がおっしゃったように、ある程度実績を踏まえることで、ある種の明確に
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出てくることが多々あるのではないかというところで、困難があっても進めていかなけれ

ばいけないのだろうと思って伺っておりました。 

 その上で先ほど来ずいぶん議論が出ていますが、参考情報ということがございますが、

この参考情報というのは先ほどのご説明ですと事故情報と違うカテゴリーではある。ただ、

参考情報がある程度集積することで逆に参考情報から消費者事故に格上げされる部分も

多々あるのではないだろうか。そういったものを集約することで、あるいはより重大な事

故が起こる前の対応もあるいは考慮し得る余地もあるだろう。 

 それと単に負担が増えるというようなレベルの問題ではなくて、むしろそれを積極的に

使っていくような方策も考えられてしかるべきなのではないかということを、お話を伺っ

ていて思いました。そういう意味では現場の方々というのはご苦労が大変多いものがある

とは思いますが、ぜひ前向きに対応していただきたいということを話を伺って感じた次第

です。 

○宇賀座長 ありがとうございました。どうぞ。 

○山本教授 私もほとんど重複になりますのであまりくどくどとは申しませんけれども、

参考情報に関して、今日お配りいただいた資料の５ページに消費者安全法の 12 条が出て

おります。これはある一定の情報については行政機関の長、都道府県知事、市町村長等が

通知をしなくてはいけないという、要するに義務付けをしているという条文かと思います。

それではこの情報に当たらない情報、あるいはここに定められた情報に当たるかどうか分

からないものをどのように扱うべきかということは、直接にはこの法律の中には書かれて

いないのではないか。それをどういうふうに運用するかというところについては、裁量的

なと申しますか、政策的に決められる部分があるのではないか。そこのところが今までは

今日の資料でいうと 12 ページのところで、要するに通知元となる機関の側、要するに各

自治体の方は通知義務のある情報に当たるのかどうかきちっと判断をして、これに当たる

ものだけを上げてください、そこのところの判断をしてくださいと言ってきたのかと思い

ます。ただ、それは先ほどのご意見にもありましたように、おそらくそれぞれの自治体で

バラバラに判断するというのは実際上無理だろう、あるいは非効率であろうというので、

それで今回、参考情報というふうに言われているものは、要するにグレーの部分について

もそれぞれの自治体で責任を持って全部判断してくださいというわけではなくて、それは

消費者庁に上げてください、13 ページの頭のところにあるのははっきりしないもの、グ

レーの部分についてもそれは上げてくださいということではないか。そうだとすれば、そ

れは望ましい方向かなというふうに私は思います。 

 ただ、問題は上がった後にどうするかというところで、逆にそれでは消費者庁が自分で

全部それをさばき切れるか。それも非常に難しいだろうと思いますので、その後のところ

の体制をどういうふうにするかということをきちっと考えなくてはいけないのではないか。

あるいは各自治体さんで今、商品テストの部門というのは非常に厳しいという話でした。

あるいはそれを国の政策としても何とか拡充するような方策をとって、あるいはその自治
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体さんの方に少し分析等の分担をしてもらうような体制を作るとか、あるいは更に研究機

関等、いろいろあると思いますので、そういうところでテストするような体制を作るとか、

いろいろなやり方があるかと思いますけれども、その後の分析の部分をしっかりと考えて

いかないと、これから情報を上げていってもさばき切れないという状態になる可能性があ

るのではないかと思います。 

 もう１つは全然違う話、しかも、この場で話が出たものではないのですが、事故情報デ

ータバンクのことに関して、消費者庁の方と話をしていたときに事故情報データバンクを

特に東京都が非常に活用されようとしているということを伺ったんです。私は事故情報デ

ータバンクというのは国民生活審議会の時代に構想が出たときから割と関心を持っており

まして、東京都さんの方でこれをどういうふうにうまく活用されようとしているのか、興

味があって伺いたいんです。 

○東京都（大野） 特段の検討を始めたという経緯は申し訳ございません、東京都として

は承知しておりませんので。仮にそういった動きがあるとしても、まだまだ公の段階には

至っていないというふうに思っております。 

○宇賀座長 どうぞ。 

○片山弁護士 先ほどの参考情報の取り扱いで、上がってきたものを誰が責任を持ってど

う検証するシステムを作るかということと関連するのですが、これは消費者庁が経由情報

についても参考情報的なものを上げてもらうようにするんですか。経由情報の実情という

のがよく分からないのですが。 

○野村消費者安全課長 経由情報というのは 12 条３項で法令等で定めがありまして、国

の行政機関に通知をされるルートが確立されているものに関しては、改めて消費者庁の方

に自治体の長から通知を要さないということであります。 

○片山弁護士 それは結局法令等で上がってくるルートが決まっていて、要件も決まって

いるわけですね。 

○野村消費者安全課長 はい。 

○片山弁護士 経由で上がってくる情報については、こういう参考情報はもう上がってこ

なくなるのでしょうか？ 上がることは予定されていないわけですか。 

○野村消費者安全課長 これはもっぱら消費者事故に該当するものとしての取り扱いを、

通知義務を発生させないということ以上のことは意味しておりませんので、経由情報をよ

り膨らみをつけるとか、凹みをつけるとかいうタイプの機能は発生しないということです。 

○片山弁護士 発生しないんですか。先ほどから経由情報、消防などから通知される経由

情報については、消費者行政担当の皆さんのところには逆に情報が来ないという話があり

ました。経由ルートがある情報で参考情報的なグレーなものについての扱いというのはど

うなっていくのか、今イメージができないのですが。そこはどうなりますか。 

 むしろ自治体の中で経由情報もすべて消費者行政関連の部署・担当者のところに報告が

上がってくれば、そこのところで参考情報的なグレーのものも消費者行政担当の皆さんの



－30－ 

感覚で上がってくる可能性はあるのかもしれませんけれども、経由情報が自治体内で共有

されていなければ、参考情報は落ちてしまうところがやはり出てくるのではないかと今ふ

っと思ったんです。 

○野村消費者安全課長 そうですね。そのとおりだと思います。ですから、その問題は今

日自治体さんとの間でやりとりをさせていただいていますけれども、むしろ関係省庁の関

係です。例えば警察なり消防本部なりから警察庁なり消防庁なりに情報が上がりますと、

明確に定義に当てはめて、その範囲で自治体の方からもらっているから、これは消費者庁

に渡すよというやりとりをしていますけれども、厳密に定義に当てはめるものだけを渡し

てもらうのではなくて、少し関連しそうかなという可能性のものもくれませんかというこ

とを警察庁本庁なり消防庁本庁なりで、そういうやりとりができるかどうかというご指摘

だと思います。そこは当然、そうなってどこまでなんですかというやりとりをクリアでき

るかどうかということだと思いますが、それは本日の宿題として少し。 

○片山弁護士 お願いします。 

○宇賀座長 どうぞ。 

○鶴岡氏 この機会にお尋ねしたいと思っていたのですが、消費者庁が発足する以前の段

階で、情報の通知先として軽微な情報については経産省の関連組織のＮＩＴＥにというふ

うな話があって、消費生活センターの方々が収集の一元化ということに反するのではない

かとか、あるいは複数のところに情報を通知しなければならない負担の重さとか、そうい

うことを感じているという情報を伺ったことがあります。その後の実態はいかがなのかな

ということで、どなたかご存じの方があれば教えていただければと思います。 

 要するに事故情報収集、消費者行政の一元化というのは、情報の一元化というのが機軸

になると思います。これはやはり隙間をなくすと同時に効率的に安全対策をやっていくと

いうことにつながっていくはずなんですが、その通知の段階で負担が大きくなってしまう

ということは、また別の問題につながってくるのではないかという感じがするものですか

ら、お伺いしたいと思いますが、いかがでしょうか。 

 共管法が多いので、複数の官庁、消費者庁以外のところにも通知しなければならないと

いうケースが起こり得るかとは思いますが。 

○全相協（菅） ＮＩＴＥはテストを依頼するときですよね。 

○ＮＡＣＳ（青山） 重大事故でない場合にはＮＩＴＥの方で収集して、分析をするもの

はして、啓発に使っていらっしゃるということですよね。 

○神奈川県 センターが個別には言わなくても、メーカーが通知するからということで少

し情報は整理されているというふうに思っています。 

○全相協（菅） やはりＮＩＴＥさんの方からも積極的に出してくださいというシートは

いただいています。すると危害情報と３つになるわけです、事案によっては。３か所にな

ります。 

○鶴岡氏 ＮＩＴＥと同時に消費者庁にも通報するという形ですか。 
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○山形県 ＰＩＯでやる以外にですか。 

○全相協（菅） ＰＩＯで普通の事務処理で、危害情報のところ。 

○山形県 それ以外にＮＩＴＥ用に措置をするという。 

○全相協（菅） ＮＩＴＥさんが一生懸命やっています。 

○鶴岡氏 特に負担になっているということではないですね。 

○全相協（阿部） 現場では多分テストをしていただきたい、割と時間をかけないでご回

答をいただけるので、実は現場では国民生活センターに出そうか、ＮＩＴＥに出そうか、

そういう形でとても迷っている形です。ですから、なかなか私どもでその辺のところでこ

れは一元化なのか、すみ分けなのか。現実問題どうなのかという思いではおります。 

○全相協（池田） ただ、消費者が非常に疑念を持ってセンターに来るわけですから、そ

んなときにやはり、ここでこういうような調査をしますということを私たちは消費者に説

明せざるを得ないわけです。そうしますと、こう言っては何ですけれども、国民生活セン

ターできちっとこういう調査をしてもらいますという言い方をすると、消費者はやはり納

得はしやすいです。 

 それと報告書、少し短くなったようですが、上がってきた報告書を消費者にきちっとお

見せすると納得されるということは、非常に丁寧な調査であれば、非常に納得はされる。

それは逆に事業者さんに、お宅の製品でこういう事故があったと言って、最初はそんなの

消耗品だからしょうがないと言っていたものが、こういう調査で、こんなふうにされまし

たよということを伝えますと、すみません、温度差がありましたねということでお話をき

ちっと受け止めてくださるということはよくあります。 

○ＮＡＣＳ（佐竹） ＮＩＴＥは今、製品の事故が起こったときにしかテストしていただ

けないのですが、国民生活センターの方は事故が起こらない以前のヒヤリハット情報とい

いますか、こういうのは事故につながるのではないかということでテストしていただきた

いというのも含めて受け入れていただきますので、そのあたりはちょっと違うのかな。私

たち現場では製品の事故の相談も多いですが、それと同等、それ以上にヒヤリハット情報

というような相談がたくさん入ってきますので、この時点で情報が皆さんのところに行き

届けば被害を未然に防止できることにもつながるのかなと思いますので、今日は参考情報

のところに入れていただけるといいなと密かに思っていたのですが、そこまで言うと難し

いのかなと思いますけれども、ヒヤリハット情報のようなものをぜひデータとしていただ

ければなというふうに今後のこととして思いますので、よろしくお願いいたします。 

○宇賀座長 ありがとうございました。ほかはいかがでしょうか。どうぞ。 

○東京都 東京都のセンターの金子ですが、実務的なところで恐縮ですが消費者庁さんに

お伺いしたいのですが、今回の参考情報を提供する仕組みというのはどういった形で、こ

れからいろいろ検討されるところもあると思いますが、お考えになっているのかというと

ころを今のところの段階でお話しいただければと思います。と申しますのは、参考情報と

いうことで新しいカテゴリーなのかどうかというところがございまして、東京都としても
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参考情報も含めて広く消費者庁さんには情報提供したいと考えていますが、そのやり方と

して消費者事故等の概念を広げて、参考情報的なものも含めて従前の消費者事故の中で通

報するということでしたらできると思いますが、懸念されるのはそうではなくて別の参考

情報、恐れがあるというものについてのカテゴリーを作って、それについてもまた別の通

知ということになりますと、おそらく相談員さんによっては、東京都でも消費者事故等の

中でも因果関係とか、消費安全性を欠いているかどうかというのが明確になっているもの

以外もかなりその中に入っていることがあります。そういったものについては参考情報で

すよというカテゴリーを作りますと、かなり参考情報として行って、逆に言うと消費者事

故で扱う分野というのが基本的に小さくなっていくということもあるのかなと思っており

ます。東京都としては消費者事故等の範囲を広げて、従前の消費者事故等の中で通知して

いくという形をとっていただければありがたいなと思っていますが、現段階で参考情報の

提供の仕方を、消費者庁の方ではどうやって考えていらっしゃるのかをお伺いできればと

思います。 

○野村消費者安全課長 ありがとうございます。今日のお話をいろいろ参考にさせていた

だきまして、また今後検討したいと思いますけれども、この会議は何か結論を出すための

会議ということではないのでありますが、参考情報的な形で広く情報を集めるということ

自体は、概ねそういう取り組みは努力をした方がいいのではないかなというご意見をいた

だいたのかなとは思いますけれども。 

 ただ、片や行政での業務ということですので、基準なり何なり明確にということは必要

なのかな、現場を動かすためには必要なのかなというふうには思います。 

 それで消費者事故等の解釈を柔軟にということは、今、私の考えておりますのは消費者

事故等というのはどうしても施行規則を含めて、かなりカチッとした形で定義がありまし

て、あと消費者事故の概念もどういうものを消費者事故と考えるかとか、どういうものを

消費安全性と考えるかということが、かなりいろいろな議論の中できちっとしたものがあ

りますものですから、あるいはそれを行政上の通知届出制度にならう形で通知事項、通知

様式もカチッと政令レベルで固まっておりますものですから、法律の施行事務ということ

ではそれに則ってやっていくというのが行政としてはやはりそうでなければいけないのか

なと。そこが曖昧化するとかえって仕事がしづらいといいますか、そこは立ち上がりの時

期だったものですから、そこをきちっとやるということを徹底していたがためにきちんと

判断していただきましたかとか、どう考えてもその製品に安全性を欠いていたと言えない

ように思いますけれども大丈夫ですかとか、そういうやりとりで不愉快なことが発生した

ことが事例としてご紹介がありました。そういったことがありましたら、そこは私どもも

責めを負わないといけないところだと思いますし、今後、なるべくスムーズなやりとりが

できるようにとは思います。ただ、法律の施行事務としてはあまりブレといいますか、そ

ういうものはないように明確にきちんとやっていく。また、そこはきちんとコンメンター

ルなり手引書なり、きちんと周知をしていくということかなと思っております。 
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 参考情報というのは消費者事故等には該当していないものということだと思うのですが、

該当していないものというのを何か新カテゴリーを作って、またそのための基準を作るよ

うなことだと現場の負担、混乱というお話だと思いますので、そこの説明の仕方をどうい

うふうにするとご理解、ご協力が得られるのかなというのはもう少し考えたいとは思うの

ですが、別のカテゴリーというよりは消費者事故として法施行事務として取り扱うことは

難しいけれども、それに準ずるような情報を幅広くご協力をいただくという、例えば通知

様式にしましても別の通知様式を作る、１から書いていただくということではなくて、消

費者事故の通知様式をお使いいただきつつ、６割しか埋まっていないのですけれどもねと

いうことで、なぜ６割しか埋まっていないのですかということで伺わせていただくのでは

なくて、それはそれとして受け取らせていただく。参考情報も上げてくださいというより

は、消費者事故に準ずるものとして上げていただいたものを、参考情報として取り扱わせ

ていただくというようなことでご理解がいただける。もちろん、また改めて文書なりで事

務連絡を流させていただいて、特段ご意見があれば頂戴しながらと思っております。 

 今日のご議論を踏まえさせていただきますと、そんな形でのご協力をいただけるようで

あれば、ありがたいなと思っております。 

○宇賀座長 ほかはよろしいでしょうか。 

 どうもありがとうございました。皆様から非常に率直にご意見、ご発言をいただきまし

て、有意義な意見交換会になったのではないかと思います。 

 最後に事務局から連絡事項等がございましたらお願いいたします。 

○野村消費者安全課長 本日の会議でございますけれども、会議のやりとりを差し支えな

ければ議事概要ということでまとめさせていただいて、公表させていただくような取り扱

いを考えてございますので、また後日確認のためのご連絡をとらせていただければと思い

ます。お手数をおかけしますが、ご協力をよろしくお願い申し上げます。 

○宇賀座長 以上をもちまして本日の会合を終了させていただきます。どうもありがとう

ございました。 

午後 ６時０６分 閉会 


